
 
 

県内経済雇用の状況等 

経 済 ・ 雇 用 対 策 に つ い て （平成２５年６月補正予算案を含む）  
企 業 活 性 化 ・ 雇 用 緊 急 対 策 本 部 

平成２５年度の主な事業（６月補正予算案含む）概要 

■金融対策   １１７億円 

新規高卒者の県内就職状況 

概   要 

　製造業で、これまでの円高や海外需要の減少などの影響を受けているほか、雇用面でも、製造業の拠点再編の
影響等により離職者の発生が見込まれるなど、依然として厳しい経済雇用情勢を踏まえ、引き続き「金融対策・
資金対策の強化」等を柱とする緊急的な経済・雇用対策を切れ目なく実施し、地域の雇用維持・創出を図る。

【平成２５年度重点推進事項】
　◇　中小企業への円滑な資金供給
　◇　新規高卒者等の求人開拓やマッチング機会の拡大を支援
　◇　雇用の創出や正規雇用につなげるための県独自事業の実施
　◇　個別の企業ニーズを踏まえた企業支援による雇用の創出
　◇　公共事業や住宅リフォーム事業の実施等による県内需要の拡大

《低利資金の融資により中小企業を支援》

経営安定資金
（緊急経済対策枠）

高校生等への就職サポート

〈新規雇用創出及び人材育成 ３,９２９人〉

（１）基金事業＜雇用者数 １,６６２人（うち新規雇用 １,３５８人）＞

緊急雇用創出等
臨時対策基金事業

（２）県独自の雇用対策＜雇用者数 ２,１１７人（うち新規雇用 ２,１１５人）＞

緊急就職サポート事業
（正規雇用奨励事業含む）

離職者の農業参入
支援事業等

（３）人材育成事業等＜６１６人（うち新規 ４８９人）　※再掲分（３３人（うち新規 ３３人））を含む＞

就業能力向上支援事業

新規就農総合対策事業

青年就農給付金

〈新規雇用創出 ２０５人〉
《地域資源等を活用した新たな事業展開への支援》

企業等の農業参入支援事業

農林漁業の６次産業化
拠点施設整備事業

あきた企業
チャレンジ応援事業

《前年度当初予算を上回る公共事業を実施》
《住宅投資に対する支援を実施》

公共事業等

あきた安全安心
住まい推進事業

（雇用者数 ２,０８７人（うち新規雇用 ２,０８７人））
・民間枠：採用意欲のある企業等が離職者等を雇用して行う人材育成に要する経費に対し助成する。
・公共枠：全県域を対象とした直接雇用事業や人材育成事業等を行う。
・正規雇用奨励事業：事業主都合離職者の雇用機会の確保を図るため、正規雇用をした企業に対し奨励金を支給する。

（雇用者数 ３０人（うち新規雇用 ２８人））
・離職者の農業参入支援事業：離職者が就農する際の負担軽減を図るため、農業参入に必要な施設機械等の整備に対し助成するとともに、給付金を
　支給する。
・農業法人等の離職者雇用促進事業：離職者の雇用促進のため、農業法人等が事業主都合離職者を雇用する費用に対し助成する。

５　消費の下支え対策による県内需要の拡大

（雇用者数 １,６６２人（うち新規雇用 １,３５８人））
　県：７４８人（うち新規雇用 ６６６人）、市町村：９１４人（うち新規雇用 ６９２人）

１　金融対策・資金対策の強化

受注減や取引先の倒産により経営不振に陥っている中小企業に対し、低利な資金を融資するため、金融機関に貸付原資の一部を預託するとともに、保
証料の補助を行う。（新規融資枠：450億円　限度額：2億円　融資利率：1.75%　保証料：0.18%）

２　新規高卒者等の県内就職促進

３　雇　用　対　策

商工団体への求人コーディネーターの配置や県内各高校への就職支援員等の配置、既卒者（３年以内）を含
む地域毎の就職面接会の開催、高校１年生を対象とした職場見学等の実施

県内企業等が農業へ参入する際に必要な施設機械の整備や離職者を雇用する費用に対し助成する。

県単独事業４３億円を上積みし、県単独事業対H24比で5.7％増と事業費を増額した。

県民ニーズが高い住宅リフォーム推進事業等を引き続き実施する。
　　　　　　・住宅リフォーム推進　　補助戸数 １１,０００戸
　　　 　　　・省エネ・新エネ推進　　補助件数   ２,１００件
　　 　　　　・「秋田スギの家」づくり普及推進　補助戸数   ２５０戸

４　企業支援による雇用の創出

離職者等の就職を支援するため職業訓練を実施する。
（（H24当初）１,２０９人→（H25）１,３１３人）

農外からの参入も含め、県内での就農希望者に対し、一貫したきめ細かなサポートの下での総合的な人材育
成を行い、地域への定着を図る。

原則４５歳未満で、雇用を伴わない就農研修を受ける者や独立・自営就農者等に対し、給付金を支給する。

工場等の新増設に伴う初期投資や雇用に要する経費の一部を助成する。

民間事業者と農業者が連携して６次産業化に取り組む際の拠点施設整備に対し助成する。

６月補正 ９７百万円
（新規雇用 ４５人）

○緊急雇用創出等臨時対策基金事業
県 ８人
市町村 ３７人

６月補正 ５，２９２百万円

○公共事業 ４，２９７百万円
○県有施設等の維持修繕

９９５百万円
（建設部ほか）

６月補正 ５百万円
（新規雇用 １０人）

○介護職へのキャリア転換就労支援事業
（拡充） （健康福祉部）
介護人材の確保・定着を促進するため

に実施している事業所雇用による実務
訓練に必要な経費を増額する。

６月補正 １４百万円

○県内就職支援事業（教育委員会）
県内就職を希望する高校生に、企業の
多くが採用の条件としている普通自動車
免許の取得費用の一部を助成する。
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新規高卒者県内就職状況（５月末現在） 求職者数（県内）

求人数（県内）

就職決定率（県内）
2,461人

1,609人

県内就職決定者数
1,600人

(前年同期比 ＋ 67人)

決定率

　県内経済は、個人消費は全体として底堅く推移し、公共投資も増加傾向が続いてい
る。製造業では一部に生産の持ち直しの動きが見られるものの、雇用は改善の動きに
足踏み感がうかがわれる。５月の有効求人倍率は、０.７０倍と前月を０．０１ポイ
ント上回っているが、全国との差が０.２ポイントあるなど、依然として厳しい状況
が続いている。
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５７億円

■雇用対策 ６２億円

■企業支援 ６億円

■経営革新等

■需要拡大
■雇用対策

４億円 ■需要拡大■企業支援

平成２０～２４年度
平成２５年度

当初予算

７６５億円
■金融対策 ６７８億円

■高卒対策 ３億円

１６億円

２９１億円

平成２５年度
６月補正

５４億円

■高卒対策
■雇用対策 １億円

0.1億円

■需要拡大 ５３億円

２,６９２億円
４億円

４，４８６億円

■高卒対策
■金融対策

１,４３８億円


